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違法伐採問題

違法伐採とは､一般的にそれぞれの国の法律に反して行われ
 る伐採を指すが､貧困､政府の腐敗等背景は複雑

生産国における持続可能な森林経営の阻害､森林減少･劣化

正当なコストを支払っていない､違法伐採木材､木材製品が国際
市場で流通することによって輸入国の持続可能な森林経営を阻害

本来､環境にやさしい資材である木材への信頼性の低下､他資材へ
の転換

木材生産国・加工国・消費国の各取組・協力

・国内法の整備
政府調達制度／違法伐採木材製品等を市場から排除する法的措置

・途上国（生産国）支援・協力
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我が国の基本的な考え方と主な取組

基本的な考え方
 

＝
 

違法に伐採された木材は使用しない

<主な取組＞
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インドネシアとの協力
二次元バーコードを活用した木材追跡システムの開発



中国との連携

計
８,１１９億円

・中国は我が国の木材輸入額で第一位
・中国の原木輸入は急増しており、原木
調達先にはガバナンス等に問題を抱え
る国も多く、加工貿易国である中国の責
任ある取組を訴えていくことが重要

違法伐採取り締まりの
強化について合意

日中首脳会

 談
（08年5月）

木材の生産、流通、貿易
システム等を通じて違法
伐採問題に対応していく
ことで一致

日中林業

 TOP定期対
 話

（08年11月）

木材の違法伐採及びそ

 の関連する貿易への対

 策について協力を深め

 ていくことで認識を共有

第２回日中ハ

 イレベル経済

 対話
（09年6月）



国等による環境物品等の調達の推進に関する法律（2000年法律第100号）

- 環境負荷の低減に資する物品・役務（環境物品等）について国等の公的部門にお

 
ける調達の推進、情報提供等により、環境負荷の少ない持続可能な社会の構築

国会、裁判所、各省庁、国会、裁判所、各省庁、

独立行政法人等独立行政法人等

-調達方針の作成、公表

-調達実績の公表

基本方針

 
（閣議決定；2006年2月）

- 環境物品リスト
- 環境物品の要件（判断の基準、配慮事項）の決定
- 調達方針作成のための基本的事項

義務的に実施 努力義務、一般的責

 務

※基本方針や各省等の調達方針の中でガイドラインに基づく合

 
法木材の優先調達を明記





団体区分 認定団体数 認定事業者

中央認定団体 ２２ １，３７４

都道府県木連（傘下の

 木材団体含む）
４７ ４，３３０

都道府県地区木協等 １５ ７３４

都道府県森連 ４１ ７８８

地区素生協 １５ ４３５

合 計 １４０ ７，６６１

H22.3月末現在



区分 木材・木製品の取

 扱量
(出荷量総数、千㎥）

うち合法性等の証明

 されたもの（千㎥）
割合（％）

素材生産（国内） 6,134 3,781 62

素材流通（国内*） 9,595 5,110 53

木材加工（国内*） 14,092 5,744 41

木材流通（国内*） 12,481 2,156 17 

その他（国内*） 61 17 28

素材流通（輸入） 3,697 575 16

木材流通（輸入） 5,708 352 6
出展：社団法人全国木材組合連合会の要請に基づいて実績報告を提出した110団体

 
5360認定事業体の数値を集計したもの（平成21年9月調査）
注：（国内*）は、国内における加工流通業にかかるもので、一部輸入材を含む





農林水産省木材利用推進計画の策定
平成21年12月10日

農林水産省が率先して、公共土木工事、補助事業による施設整備、
庁舎営繕、物品購入において、合法木材等の木材利用を推進

政府全体→地方公共団体→民間企業・一般消費者まで波及















森林・林業の再生に向けた改革の姿
（中間取りまとめ） （平成２２年６月１０日）

「・・・、市町村森林整備計画の基準に適合しない伐採
行為により産出された木材を違法伐採木材として市
場で排除する仕組みを導入。」

「・・・、合法木材等の普及や違法伐採対策の強
化、・・・」



中間とりまとめ（平成２２年７月１５日）
～国産材の供給需要倍増による地域産業倍増に向けて～

○違法伐採対策の強化

・木材トレーサビリティ（合法性、原産地等の表示等）の推進

・合法性証明認定事業体の拡大、合法性証明の信頼性向上

（ＣｏＣ取得のための工場等の人材育成研修、証明のモニタリ
 ング等）

・企業による合法性等が証明された木材利用の推進



ありがとうございました。
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